
【位置付け】

（２）整備内容

（３）更なる事業工夫

学校教育部　教育施設課（2025.3）

１　背景 ３　学校施設整備の基本的な考え方

　浜松市小中学校施設整備計画［概要版］

【目的】
　「浜松市小中学校施設整備適正化方針」に基づき、
「施設老朽化、教育環境の向上、その他諸課題」に一
体的に対応した持続可能な学校施設を、計画的に整備
していくことを目的に策定するもの
【計画期間】
　2025年度～2034年度（10年間）
　　※上位計画「浜松市小中学校施設整備適正化方針
　　　（2025年～2044年度）」の前期10年
【対象施設】
　小中学校主要施設　全475棟
　［校舎、体育館、武道場、特別活動棟］

２　学校施設を取り巻く状況と課題

（１）整備周期

（４）課題

（４）事業効果

施設状況に応じた長寿命化対応
➢学校内での施設築年数の違いや施

設形態、改修履歴も様々
➢施設状況に応じた効率的・効果的

な施設整備を進めるための事業工
夫が重要

（１） 施設の状況

・所有学校施設は1970年代を中心に集中的に建設、その多くが更新時期を迎えている

・計画的な更新に向け、施設や設備の劣化状況等を正確に把握するための以下の各種調査を実施

①建築物劣化状況 ・・外装（屋根・外壁）は比較的健全だが内部や設備の劣化が顕著 ➡下表参照

②構造躯体圧縮強度・中性化 ・・躯体強度は健全、中性化は屋内側で進行

③給排水管ほか劣化状況 ・・劣化進行により10年以内に使用限界に達する可能性が高い学校が多い

④バリアフリー適合状況 ・・バリアフリートイレ整備率は全体で３６％、中学校より小学校の整備率が低い

⑤教室配置・利用状況 ・・約半数の学校で余剰教室がない（市設定の適正度と比較）

⑥防球ネット等劣化状況 ・・更新履歴がほとんどなく、特にフェンスの劣化が進行

【判定】Ａ：健全、Ｂ：良好、Ｃ：劣化進行（予防保全段階）、Ｄ：劣化顕著（要早期対応）

【単位：棟

多様化する教育環境への対応
➢各種支援教室の増加やまなびのス

タイルの変容により教室数不足
➢施設規模・機能の適正化、社会ニ

ーズ対応などを老朽化対策と併せ
て実施する必要あり

事業費の縮減と平準化
➢中長期的な視点に基づく施設規模

の設定、財政負担の軽減、予算の
平準化に向け継続的に取り組む必
要あり

（２）年少人口等の状況
・15歳未満人口（2020時）

約10.2万人
・児童生徒数（2024-30年）

児童数 19%減少
生徒数 9%減少

・外国籍児童生徒数
28%増加（8年間）

・不登校児童生徒数
260%増加（8年間）

・いじめ認知件数
6.2倍（8年間）

（３）財政の状況

・社会保障費等の義務的経費が約52%を占め、

今後も占める割合は増加の見通し

（2024年度）

・平均約73億円/年の学校施設整備実績

（過去5年間）

・築60年を目途とした改築、屋根・外壁

改修や空調整備などを実施

↓

・今後、築60年で改築する施設整備・更新を

進めた場合、約192億円/年が必要となる。

築年数

性

能

20年 40年 60年 80年

大規模改修
・スケルトン改修（建物性能の回復）

・レイアウト改修（施設機能の改善）

小規模改修
・屋根改修

・外壁改修 ほか

～ 施設長寿命化サイクル ～

改 築

予防保全 予防保全
長寿命化改良

（予防保全＋機能改良）

小規模改修
・屋根改修

・外壁改修 ほか

予防保全と機能改良を基本とした

「施設長寿命化サイクル」による

目標使用年数80年を実現

長寿命化サイクルと

事業工夫により

年間約64億円の事業費縮減と

予算の平準化を実現

 目標使用年数を60年から80年と
した整備周期で進めることで年間
約48億円のコスト縮減

 事業工夫により年間約16億円の更
なるコスト縮減と事業集中を避け
た予算の平準化を実現

①６つのタイプに基づく施設整備

②学校単位での効率的な事業実施

③学校規模適正化や

複合化・共用化等の検討

 劣化の進行実態や、国庫補助の適
用条件、児童生徒数の将来推移
（面積適正化時期）を考慮し、施
設長寿命化サイクルを変則させた
6つの事業タイプの設定による事
業費の縮小・平準化を図る

 異なる築年数でも可能な限り一斉
整備を実施することで、事業の効
率化を図る

 相乗効果や交流促進による教育機
能の向上を図った、他機能との施
設複合化を積極的に検討

 目標使用年数を60年から80年と
した整備周期で進めることで年間
約48億円のコスト縮減

 事業工夫により年間約16億円の更
なるコスト縮減と事業集中を避け
た予算の平準化を実現

耐用年数と機能向上を考慮した

持続可能な施設利用に向けた整備

 小規模改修では、予防保全を目的
に屋根・外壁改修を中心に実施

 大規模改修では、レイアウト改修
など機能・環境の改善整備を実施

新 ：改築時期 ：大規模改修時期 ：小規模改修時期

A B C D A B C D A B C D A B C D A B C D A B C D

135 98 46 11 131 64 79 16 47 132 102 9 73 119 51 0 54 96 38 102 54 95 31 109

47% 34% 16% 4% 45% 22% 27% 6% 16% 46% 35% 3% 30% 49% 21% 0% 19% 33% 13% 35% 19% 33% 11% 38%

47 37 47 11 50 45 41 6 16 78 46 2 42 75 16 0 16 36 7 83 15 36 5 86

33% 26% 33% 8% 35% 32% 29% 4% 11% 55% 32% 1% 32% 56% 12% 0% 11% 25% 5% 58% 11% 25% 4% 61%

17 14 10 2 8 13 21 1 4 31 7 1 2 14 1 0 1 31 1 10 1 30 0 11

40% 33% 23% 5% 19% 30% 49% 2% 9% 72% 16% 2% 12% 82% 6% 0% 2% 72% 2% 23% 2% 71% 0% 26%

建物名＼部位
屋根

武道場
特別活動室棟

内部 便所 電気設備 機械設備

校舎

体育館

外装

⇒標準サイクル

新 ⇒標準サイクル

新 ⇒標準サイクル

新

　早期に改築し、新たな施設長寿命化
　サイクルをスタート！

　必要部位改修・延命化
　　　　　　　　 ⇒ 改築へ！

　▼築70年前後　改築

　▼築55～65年　部位改修
　▼築80年前後 　改築

改
築

⇔

大
規
模
改
修

　大規模改修
　  ⇒ 使用期間を延ばし改築へ！

　▼築45～55年　部位改修
　▼築80年前後 　改築

　施設長寿命化サイクルに基づいた
　長寿命化！

　▼築25年　20年小規模
　▼築45年　大規模改修
　▼築65年　60年小規模　⇒改築

　一斉整備を行わず棟毎に整備

整備タイプ（６分類）

経過築年数
（2025時）

整備の進め方
《長寿命化の事業工程『時系列』》

整備Type

―
二群

サイクル型
⇒標準
　サイクル

保
全

改
修

―
小規模校
保全型

　▼棟毎に施設長寿命化サイクルに沿って整備

　存続検討　⇒必要部位の保全

　▼劣化顕著部位の保全改修

新

標準型築45年以下

新

2105

改
　
築

築60年超
新 早期改築型

延命改築型

築45～60年

大
規
模
改
修

大規模延命型

事業
手法

2025 2045 2065 2085

施設の複合化・共用化等の検討により、さらなる事業費の見直しに取り組む

１）従来の整備方針（目標使用年数：60年）

☞ 1兆1,557億円/60年

 　億円/年 （ 1兆5,410億円/80年換算）

２）新たな方針（目標使用年数：80年） ☞ 1兆1,599億円/80年

※築40年超全て当計画期間内対応だと

　億円/年 　約3,365億円（10年）が必要

３） 事業工夫（整備Type区分：80年） ☞ 1兆252億円/80年

※整備タイプなどの事業工夫により

　億円/年 　当計画期間内約1,272億円（10年）

192.6

145.0

128.2



４　実施に向けて

（１）事業計画

（３）整備プロセス
今後の学校施設整備の実施に向けた実施計画（事業計画）と、この計画を補完する指標類により、社会情勢
などの変化や指導要領等の改訂、施設劣化の進行に応じて計画や指標類の適切な見直しを行いながら、事業
を持続的に推進していく

➢持続的な施設整備・管理
　を進めるためのマネジメ
　ントの手順を示すもの

➢継続的な法令点検や施設
　パトロール（任意点検）
　による予防保全の取り組
　みと、施設の改修履歴の
　正確な把握により、適切
　なタイミングによる整備
　を実施

➢着実な整備の推進と、蓄
　積した学校施設整備に関
　するノウハウを活かした
　計画や指針類の改善に取
　り組み、計画を継続的に
　推進

➢本計画期間10年間の整備校数や整備費用を取りまとめた事業計画
　　⇒全140校の80年整備計画（＝施設長寿命化の１サイクル期間での全体事業計画）を組み立てて設定
　　　したもの
➢この事業計画に基づき計画的に整備を実施し、老朽化対策と教育環境の向上を、一体的に推進
　　⇒年々変化する施設状態を継続的に調査・把握し、必要に応じ、事業計画を見直す

（２）整備水準

（４）マネジメントサイクル

　浜松市小中学校施設整備計画

➢各施設や各部屋の整備の基本形や考え方を示す
➢当計画の上位計画である「浜松市小中学校施設整備適正化方針」で示した「6つの整備の方向性」を
　具現化したもの（各施設の整備理念や各部屋の整備重点事項などをイラストと共に表現）
➢この整備水準をベースに基本形を構築するとともに、各学校の特性に応じたカスタマイズを加え、
　市全体の教育施設の公平性と学校の個性に対応した、魅力ある教育環境を構築していく

➢個々の学校施設の整備を着実に進
　めるための事業手順を示すもの

➢「6つの整備タイプ」により施設
　整備（着工）の概ね５年前を目途
　に基本構想を開始

➢中長期的な視点による今後の学校
　施設のあり方を模索する中で、以
　下の検証を進め、総合的な観点か
　ら事業手法を決定し、学校施設整
　備を実施

＜基本構想・基本計画段階＞

➢学校教育に必要な機能の確保に向け、施設規模や整備仕様を定める各種指針を作成し、整備水準を補完

▼ 現在浜松市が所有する資産の有

効活用の視点による検討

▼ 社会的な動向や多様化するニー

ズへの対応の視点による検討

▼ 事業規模の妥当性について将来

を見据えた視点による検証

▼ 事業全体に係る費用の縮減化に

向けた視点による検証

内容

各施設・設備の整備（更新）の方針等を示すもの空調設備

整備水準を補完する各種指針類

児童生徒数等に応じた学校施設の面積等を示すもの

各施設内の教室等のあり方や基本形（機能）等を示すもの。武道場

規模設定指針

種　類

校舎
各種

整備指針

体育館

プール 附帯建築物等

分類 整備水準作成対象

施設 校舎、体育館、武道場、附帯施設（附帯建築物、工作物）　　など

普通教室、多目的教室、特別教室、発達支援学級、各種支援教室、

職員室、給食室、共用空間　　など

社会的ニーズ 安全対策、環境対応　　など

事業手法毎の適用範囲 大規模改修、保全改修、小規模改修

部屋

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034

- 0 1 0 1 0 1 0 1 1 1 6

- 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

- 0 0 0 0 1 0 0 1 1 1 4

- 1 3 4 3 2 3 3 2 2 2 25

（うち中規模延命） - 0 0 1 1 0 1 0 1 0 1 5

- 2 0 1 2 3 1 1 2 1 1 14

- 0 0 0 1 0 1 1 1 2 2 8

26 14 6 9 7 4 8 6 4 6 6 70

26 17 10 14 14 10 14 11 11 13 13 127

2,005 2,023 3,125 8,288 14,328 15,748 15,397 15,745 16,008 17,776 18,801 127,240

改
築

早期改築型

延命改築型

２群サイクル型

大
規
模
改
修

大規模延命型

標準型

保全改修

小規模改修

総
計

実施校数

総事業費（百万円）

（実施校数）
本計画期間

期間計


